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大崎市建設工事総合評価落札方式（特別簡易型）

落札者決定基準

契約番号 ●●●

工事名 ●●●

大 崎 市
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１ 総則

本基準は，大崎市が発注する●●●における受注者の選定を，総合評価落札方式（特

別簡易型）で実施するに当たっての基準を示すものである。

２ 総合評価点の算定方法

（１）総合評価は，入札参加者のうち，次のいずれの要件も満たす者を対象に行う。

ア 入札参加者が公告に定めた必要な要件を満たし，無効でない者

イ 価格以外の評価を行うため，入札公告で定めた技術等の資料（以下「総合評価技

術資料」という。）を提出した者

ウ 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること

エ 入札価格が調査基準価格を下回った入札で，履行能力確認調査における数値的判

断基準で落札不適当と判断されなかった者

（２）総合評価点は，次の算式により算定する。

総合評価点＝価格評価点＋価格以外の評価点

（３）価格評価点と価格以外の評価点の配点は，次のとおりとする。

ア 価格評価点 下記「価格評価点の算定方法」による

イ 価格以外の評価点 ３０点

３ 価格評価点の算定方法

（１）価格評価点は以下の式により算出する。

価

格

評

価

点

（75％＜入札率≦100％）における価格評価点

入札率が 105％における価格評価点が 0 点，入札率 75％における価格評価点

を 70 点とした場合の２点を通る楕円の式

Ｘ２／Ａ２＋Ｙ２／Ｂ２＝１（Ｂ＞Ａ＞0）により算出される以下のＹの価（正）

とする。

◎価格評価点 Ｙ＝（Ｂ２×（１－Ｘ２／Ａ２））１/２

Ｙ：価格評価点

Ｘ：（入札率－75）％

Ａ：30

Ｂ：70 点

入札率＝入札価格／予定価格＊１００（小数点以下第３位を四捨五入）

入札率 75％以下は，価格評価点の満点で一定とする。

◎価格評価点Ｙ＝最高点で 70 点となる
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価格評価算定グラフ

４ 価格以外の評価点の算定方法

（１）価格以外の評価点は，入札参加者が提出した総合評価技術資料により，価格以外

の評価項目及び評価基準に基づいて算出した評価点の合計とする。

（２）総合評価技術資料の提出が無い者の取扱い

総合評価技術資料の提出が無い者は失格とする。

（３）価格以外の評価点は，入札参加者の申告を最大点とし，錯誤の取扱いにより発注

者が行う修正評価は減点措置のみとする。

（４）虚偽の申告による応札は失格とする。

虚偽の申告とは，入札参加者が有している実績を超える内容で申告をした場合で入

札参加者が申告内容を証明できない場合とする。

（５）錯誤の申告による応札①

入札参加者が有している実績を超える内容で申告をした場合で，入札参加者が申告

内容に虚偽がないことを明確に証明できたときは，錯誤による応札とし，最低評価点

に修正する。

（６）錯誤の申告による応札②

入札参加者が有している実績に満たない内容で申告をした場合は，錯誤による応札

とし，申告内容どおりに評価する。

（７）総合評価技術資料で提出された内容は，その履行が確保できなかった場合，大崎

市競争入札参加登録業者等指名停止要領の規定による措置の対象とする場合や，工

事成績調書考査点において減点する場合がある。

100

入札率（％）

30

20

90

80

70

60

50

40

価
格
評
価
点

10

70 80 90
０

50 60

レベル区間

７５％以下



- 3 -

５ 落札者の決定方法

（１）落札者の決定

入札価格が予定価格の範囲内の価格をもって入札した者のうち，総合評価点の最も

高い者を落札候補者とする。

（２）総合評価点が同点の場合の取扱い

総合評価点が最も高い者が２者以上あるときは，入札価格が低い者を落札候補者と

し，入札価格が同じ場合は，くじにより落札候補者を決定する。

（３）配置する技術者に対するヒアリング

落札候補者から提出された資料等の適否を判断するため，必要に応じて配置する技

術者に対してヒアリングができるものとする。その場合，例えば以下の項目について

確認する。

・配置する技術者の経歴，資格

・同種工事の経験の有無

・同種工事の施工実績として挙げた工事の概要 等

（４）配置する技術者の取扱い

本工事が完了するまでの間に配置する技術者の変更（工場製作等を含む工事又は技

術者のやむを得ない事情等により変更が必要であることを監督職員が認めたときを

除く）は原則認めない。
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６ 価格以外の評価項目及び評価点

下記における評価項目についてそれぞれ評価を行い，評価点を算出する。

大崎市総合評価落札方式・価格以外の評価項目及び評価基準

評価項目 評価内容 評価基準 配点

施

工

能

力

同種工事の

施工実績

過去１５年間におけ

る同種工事の施工実

績の有無

ａ.実績あり ２

ｂ.実績なし ０

工事成績

過去５年間の国，県又

は県内市町村による

優良工事表彰の有無

ａ.表彰あり(同種工事) ２

ｂ.表彰あり(同種工事以外) １

ｃ.表彰なし ０

過去５年間の大崎市

における工事成績調

書の平均点

ａ.８６点以上 ５

ｂ.８２点以上８６点未満 ４

ｃ.７８点以上８２点未満 ３

ｄ.７４点以上７８点未満 ２

ｅ.７０点以上７４点未満 １

ｆ.７０点未満又は実績なし ０

指名停止等

処分

過去１年間における

指名停止処分の有無

（大崎市からの指名

停止に限る）

ａ.なし ０

ｂ.指名停止を受けたことが

ある
△１

ＩＳＯ認証

取得

ISO9001 あ る い は

ISO14001 の認証取得

の有無(建設業に関す

るものに限る)

ａ.ISO9001 及び ISO14001 を

取得
２

ｂ.ISO9001 又は ISO14001 を

取得
１

ｃ.どちらも取得していない ０

配置技術者

継続教育（ＣＰＤ）

取組状況の有無

ａ.証明あり(各団体の推奨単

位以上取得)
２

ｂ.証明あり(各団体の推奨単

位 1/2 以上取得)
１

ｃ.証明なし ０

過去１５年間におけ

る同種工事の施工実

績の有無

ａ.実績あり ２

ｂ.実績なし ０

地理的要件 本社（店）等の所在地

ａ.市内に本社，本店の所在あ
り（１０年以上）

１

ｂ.市内に本社，本店の所在あ
り（１０年未満）又は市内
に本社，本店の所在なし

０
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地

域

貢

献

地域精通度

ａ.施工場所の地域内に本社
（店）の所在あり

１

ｂ.施工場所の地域内に本社
（店）の所在なし ０

労働者の新
規雇用

過去１年間に大崎市
民を新規雇用した実
績

ａ.１名以上雇用したもの １

ｂ.新規雇用なし ０

資材地元調
達率

指定した資材のうち
大崎市内で調達可能
な資材の割合

ａ.１００％ ２

ｂ.７０％以上１００％未満 １

ｃ.７０％未満 ０

除融雪業務
大崎市との除融雪業
務契約の有無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

災害協定
大崎市との災害協定
の締結又は参加の有
無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

災害時貢献
又は地元施
工への協力

過去２年間における
大崎市との災害協定
に基づく貢献活動又
は地元施工への協力
の有無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

地域貢献
活動

過去２年間の大崎市
内における地域貢献
活動の実績の有無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

消防団協力
事業所

消防団協力事業所の
認定

ａ.あり １

ｂ.なし ０

社

会

性

建退共の
導入状況

建設業退職金共済制
度導入の有無

ａ.導入済み １

ｂ.未導入 ０

企業年金
制度等

退職一時金制度・企業
年金制度導入の有無

ａ.導入済み １

ｂ.未導入 ０

障害者雇用
状況

障害者の雇用状況

ａ.法定雇用率以上又は義務
外雇用あり

１

ｂ.法定雇用率未満又は義務
外雇用なし

０

保護観察

協力事業所

協力雇用主としての

登録

ａ.登録あり １

ｂ.登録なし ０
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同種工事の要件

働き方改革
女性のチカラを活か

す企業認証制度

ａ.認証取得済み １

ｂ.認証なし ０

合 計 ３０

次の要件を全て満たす●●工事

①●●

②●●

③●●
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７ 提出資料及び資料作成方法

（１）別記様式１については入札書等と同封して郵送で提出し，それ以外の総合評価技

術資料は，落札候補者が決定した段階で，落札候補者から提出を求める。

（２）別記様式１には応札者記入欄に応札者自らが該当点数を記入し提出すること。

（３）資料は，次に従い作成すること。

ア 同種工事の施工実績

（ア）別記様式２に記載すること。記載する同種工事の施工実績は 1件でよい。

（イ）同種工事とは，発注者が指示する工種を含む工事とする。

※総合評価技術資料の下欄に示す要件を満たす同種工事の施工実績を有するこ

と。(共同企業体の構成員としての実績は，出資比率２０％以上の場合のものに

限る。)

（ウ）当該工事の開札日の属する年度の，直前１５か年度及び当該工事入札公告日ま

でに完成し，引渡しが完了した工事を対象とする。

（エ）同種工事の施工実績については，記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されてい

ない場合は契約書（工事名，契約金額，工期，発注者，受注者の確認ができる部

分））の写しを提出すること。ただし，ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事

の施工実績が不明な場合については，平面図，構造図，数量総括表等を必ず添付

すること。

イ 優良工事表彰

（ア）当該工事の開札日の属する年度の，直前５か年度及び当該工事入札公告日まで

に国（※１），宮城県又は県内市町村による優良工事表彰要綱により表彰された

ものを対象とし，賞状の写しを提出すること。

※１ 対象となる表彰制度

東北地方整備局優良工事表彰（局長，所長）

東北農政局農業農村整備事業等優良工事等の請負業者等の表彰

（イ）同種工事での表彰の場合は，対象工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場合

は契約書（工事名，契約金額，工期，発注者，受注者の確認ができる部分））の

写しを提出すること。ただし，ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事の施工実

績が不明な場合については，平面図，構造図，数量総括表等を必ず添付すること。

（ウ）同種工事とは，発注者が指示する工種を含む工事とする。

ウ 工事成績

（ア）当該工事の開札日の属する年度の，直前５か年度に完了検査を受けた契約金額

３００万円を超える工事（大崎市役所，大崎市水道事業，大崎市教育委員会が発

注した工事を対象とし，共同企業体の構成員として受注した工事を除く）全ての，

完成検査合格通知書考査点平均点数（小数点以下第２位四捨五入）を配点の基礎

とする。

（イ）全ての完成検査合格通知書の写しを提出すること。

（ウ）施工実績の無いものは０点とする。

エ 指名停止処分

当該工事の開札日の属する年度の，直前１か年度及び当該工事入札公告日までに
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大崎市から指名停止を受けた回数を基準とし，１回につき１点減点とする。

オ ＩＳＯ認証取得

大崎市に入札参加資格登録をしている事業所（受任機関を置いている場合はその

受任機関）が取得している認証取得状況を評価する。認証取得証明書類等の写しを

提出すること。

カ 継続教育（ＣＰＤ）

（ア）当該工事に配置する技術者の継続教育の登録については，各団体の推奨単位に

対する単位の取得状況を対象とする。

（イ）開札日から過去１年以内に証明された証明書等の写しを提出すること。

キ 配置技術者の同種工事の施工実績

（ア）別記様式３に記載すること。記載する同種工事の施工実績は 1件でよい。

（イ）実績として記載する工事は，当該工事に配置する技術者が，主任技術者又は監

理技術者として従事した実績がある工事とする。

（ウ）同種工事とは，発注者が指示する工種を含む工事とする。

※総合評価技術資料の下欄に示す要件を満たす同種工事の施工実績を有する

こと。(共同企業体の構成員としての実績は，出資比率２０％以上の場合のもの

に限る。)

（エ）当該工事の開札日の属する年度の，直前１５か年度及び当該工事入札公告日ま

でに完成し，引き渡しが完了した工事を対象とする。

（オ）同種工事の施工実績については，記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されてい

ない場合は契約書（工事名，契約金額，工期，発注者，受注者の確認ができる部

分））の写しを提出すること。ただし，ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事

の施工実績が不明な場合については，平面図，構造図，数量総括表等を必ず添付

すること。なお，記載する工事が「ア 同種工事の施工実績」と重複し，配置技

術者の従事が確認できれば提出を省略できる。

ク 本社（店）等の所在地

（ア）当該工事の入札公告日までに，大崎市内に本社（店）が１０年以上継続して所

在していること。

（イ）履歴事項全部証明書の写し等，事業所の設立時期が確認できる書類を提出する

こと。

ケ 地域精通度

（ア）当該工事の施工場所の地域内（合併前の旧市，町単位）に本社（店）の所在地

があること。ク（イ）で提出される書類と重複し，その所在地が確認できれば提

出を省略できる。

コ 労働者の新規雇用

（ア）対象となる労働者は，開札日から１年前までの間に新規雇用された大崎市民で

あること。また，３か月以上継続して現在も雇用していること。（技術職，作業

員，事務職等の職種は問わない。）

（イ）雇用契約書，社会保険証，雇用保険，賃金支払い台帳の写し等，新規雇用が確

認できる書類を提出すること。
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サ 資材地元調達率

（ア）市が指定した資材について別記様式４に記載すること。（見積書の写しを添付）

（イ）大崎市内の販売店・工場・代理店・商社等から指定した資材を購入した割合に

よって評価する。

（ウ）工事完了時に別記様式４－２を工事担当課へ提出すること。

（エ）工事完了時に主要資材の調達を確認するため,資材の納品書，請求書又は領収

書の写しを添付すること。

（オ）受注者の責によらない事由により，資材の地元調達が不可能となった場合は調

達前にそのことが証明できる書類を工事担当課へ提出し承認を得ること。

シ 除融雪業務

前年度における大崎市との除融雪業務契約書の写しを提出すること。

ス 災害協定

（ア）大崎市との災害協定の有無により評価する。協定書の写しを提出すること。

（イ）応札者が加入する団体が協定又は契約している場合，そのことが証明できる書

類の写しも提出すること。

セ 災害時貢献又は地元施工への協力

（ア）当該工事の開札日の属する年度の，直前２か年度及び当該工事入札公告日まで

に大崎市との災害協定に基づく貢献活動，又は地域の維持補修等への協力を実施

していること。（ただし，無償活動に限る。）

（イ）災害協定に基づく貢献活動をしている場合，又は地域の維持補修等への協力を

実施している場合は，事業所として実施したことが確認できる公的機関の施設管

理者による証明書（別記様式５）を提出すること。

なお，別記様式５の記載内容を具備する他の様式による提出も認める。

ソ 地域貢献活動の有無

（ア）当該工事の開札日の属する年度の，直前２か年度及び当該工事入札公告日まで

大崎市表彰条例により市政功労表彰等，事業所において表彰された場合は，賞状

の写しを提出すること。

（イ）当該工事の開札日の属する年度の，直前２か年度及び当該工事入札公告日まで

に，大崎市内における「市民統一清掃」等のボランティア活動の実績がある場合

は，事業所として活動したことが確認できる公的機関の施設管理者による証明書

(別記様式６)を提出すること。ただし，ＰＴＡ行事や町内会等の行事による清掃

作業等は含まない。

なお，別記様式６の記載内容を具備する他の様式による提出も認める。

タ 消防団協力事業所の認定

（ア）大崎市消防災害支援協力事業所表示制度実施要綱に基づき認定されている消防

団協力事業所であること。

（イ）事業所として認定されていることが確認できる大崎市の消防団協力事業所表示

証の写しを提出すること。ただし，開札日時点において有効期限内のものに限る。

チ 建退共の導入状況

当該工事入札公告日に有効な経営規模等評価結果通知書の写し又は，申告内容を
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証明する資料を提出すること。

ツ 企業年金制度等

（ア）対象となる制度

ａ 退職一時金制度

・「労働協約」又は「就業規則」に退職手当に関する事項について定めがある場

合

・中小企業退職金共済制度

・特定退職金制度

ｂ 企業年金制度

・厚生年金基金制度

・適格退職年金制度

・確定給付年金制度

・確定拠出年金制度

（イ）当該工事入札公告日に有効な経営規模等評価結果通知書の写し又は，申告内容

を証明する資料を提出すること。

テ 障害者の取組状況

（ア）法定雇用義務のある事業者にあっては，障害者雇用状況報告書（控）の写しを

添付すること。

（イ）法定雇用義務のない事業所にあって障害者の雇用がある場合は，障害者の雇用

が確認できる書類等の写しを提出すること。

ト 保護観察協力事業所

（ア）犯罪・非行の前歴のために定職に就くことが容易でない刑務所出所者等を，

その事情を理解した上で雇用し，改善更生に協力する事業主である「協力雇用主」

としての登録されていること。

（イ）保護観察所長が証明する協力雇用主登録証明書等，協力雇用主として登録され

ていることが確認できる証明書の写し（別記様式７）を提出すること。

なお，別記様式７の記載内容を具備する他の様式による提出も認める。

ナ 働き方改革

女性のチカラを活かす企業の認証取得について女性のチカラを活かす企業認証

書の写しを提出すること。ただし，開札日時点において有効期限内のものに限る。
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別記様式１

大崎市総合評価方式・価格以外の総合評価技術資料

契約番号：●●●

工事名 ：●●●

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

評価項目 評価内容 評価基準
配

点

応札者

記入欄

発注者

採点欄

施

工

能

力

同種工事

の施工

実績

過去１５年間におけ

る同種工事の施工実

績の有無

ａ.実績あり ２

ｂ.実績なし ０

工事成績

過去５年間の国，県

又は県内市町村によ

る優良工事表彰の有

無

ａ.表彰あり(同種工事) ２

ｂ.表彰あり(同種工事以外) １

ｃ.表彰なし ０

過去５年間の大崎市

における工事成績調

書の平均点

ａ.８６点以上 ５

ｂ.８２点以上８６点未満 ４

ｃ.７８点以上８２点未満 ３

ｄ.７４点以上７８点未満 ２

ｅ.７０点以上７４点未満 １

ｆ.７０点未満又は実績なし ０

指名停止

等処分

過去１年間における

指名停止処分の有無

（大崎市からの指名

停止に限る）

ａ.なし ０

ｂ.指名停止を受けたことがあ

る
△１

ＩＳＯ

認証取得

ISO9001 あ る い は

ISO14001 の認証取得

の有無(建設業に関

するものに限る)

ａ.ISO9001 及び ISO14001 を取

得
２

ｂ.ISO9001 又は ISO14001 を取

得
１

ｃ.どちらも取得していない ０

配置

技術者

継続教育（ＣＰＤ）

取組状況の有無

ａ.証明あり(各団体の推奨単

位以上取得)
２

ｂ.証明あり(各団体の推奨単

位 1/2 以上取得)
１

ｃ.証明なし ０

過去１５年間におけ

る同種工事の施工実

績の有無

ａ.実績あり ２

ｂ.実績なし ０

（入札時提出用）
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地

域

貢

献

地理的

要件

本社（店）等の所在

地

ａ.市内に本社，本店の所在あ

り（１０年以上）
１

ｂ.市内に本社，本店の所在あ

り（１０年未満）又は市内

に本社，本店の所在なし

０

地域精通度

ａ.施工場所の地域内に本社

（店）の所在あり １

ｂ.施工場所の地域内に本社

（店）の所在なし
０

労働者の

新規雇用

過去１年間に大崎市

民を新規雇用した実

績

ａ.１名以上雇用したもの １

ｂ.新規雇用なし ０

資材地元

調達率

資材のうち大崎市内

で調達可能な資材の

割合

ａ.１００％ ２

ｂ.７０％以上１００％未満 １

ｃ.７０％未満 ０

除融雪

業務

大崎市との除融雪業

務契約の有無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

災害協定

大崎市との災害協定

の締結又は参加の有

無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

災害時貢

献又は地

元施工へ

の協力

過去２年間における

大崎市との災害協定

に基づく貢献活動又

は地元施工への協力

の有無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

地域貢献

活動

過去２年間の大崎市

内における地域貢献

活動の実績の有無

ａ.あり １

ｂ.なし ０

消防団協

力事業所

消防団協力事業所の

認定

ａ.あり １

ｂ.なし ０
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同種工事の要件

※応札者は応札者記入欄に点数を記入し提出すること。

会社名

社

会

性

建退共の

導入状況

建設業退職金共済制

度導入の有無

ａ.導入済み １

ｂ.未導入 ０

企業年金

制度等

退職一時金制度・企

業年金制度導入の有

無

ａ.導入済み １

ｂ.未導入 ０

障害者雇

用状況
障害者の雇用状況

ａ.法定雇用率以上又は義務外

雇用あり
１

ｂ.法定雇用率未満又は義務外

雇用なし
０

保護観察

協力

事業所

協力雇用主としての

登録

ａ.登録あり １

ｂ.登録なし ０

働き方

改革

女性のチカラを活か

す企業認証制度

ａ.認証取得済み １

ｂ.認証なし ０

合 計 ３０

次の要件を全て満たす●●工事

①●●

②●●

③●●
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別記様式２

同種の工事の施工実績

契約番号：○○○○○ 工事名：○○○○工事

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

※同種工事の施工実績については，記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場

合は契約書（工事名，契約金額，工期，発注者，受注者の確認ができる部分））の写しを

提出すること。ただし，ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事の施工実績が不明な場

合については，平面図，構造図，数量総括表等を必ず添付すること。

※記入欄の明示は記入例である。

同種工事の条件

総合評価技術資料の下欄に示す要件を満たす同種工事

の施工実績を有すること。(共同企業体の構成員としての
実績は，出資比率２０％以上の場合のものに限る。)

工

事

名

称

等

工事名称 ○○工事

発注機関名 ○○市

施工場所 ○○県○○市○○町○○

契約金額 ○○，○○○，○○○円

工 期 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日

受注形態等 単体／○○・○○ＪＶ(出資比率○○％)

工

事

概

要

同種の工事

の条件を満た

す工事である

ことが確認で

きる内容を記

述すること。

〇〇〇工事 ○○㎡

（落札候補者提出用）

記 載 例
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別記様式２

同種の工事の施工実績

契約番号：●●●

工事名 ：●●●

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

※同種工事の施工実績については，記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場

合は契約書（工事名，契約金額，工期，発注者，受注者の確認ができる部分））の写しを

提出すること。ただし，ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で同種工事の施工実績が不明な場

合については，平面図，構造図，数量総括表等を必ず添付すること。

同種工事の条件

総合評価技術資料の下欄に示す要件を満たす同種工事

の施工実績を有すること。(共同企業体の構成員としての

実績は，出資比率２０％以上の場合のものに限る。)

工

事

名

称

等

工事名称

発注機関名

施工場所

契約金額

工 期

受注形態等

工

事

概

要

同種の工事

の条件を満た

す工事である

ことが確認で

きる内容を記

述すること。

（落札候補者提出用）
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別記様式３

主任（監理）技術者の資格・工事実績

契約番号：

工事名：

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

※申請時における他工事の従事状況は，従事している全ての工事について，本工事を落

札した場合の技術者の配置予定等を記入すること。(従事している工事の従事役職は全て

記入すること｡)

※主任（監理）技術者の経験等については，記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されて

いない場合は契約書（工事名，契約金額，工期，発注者，受注者の確認ができる部分））

の写しを提出すること。ただし，ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で配置予定技術者の経験

等が不明な場合については平面図，構造図，数量総括表等を必ず添付すること。

※記入欄の明示は記入例である。

配置予定技術者の従事役職･氏名 ○○技術者 ○○ ○○

最終学歴 ○○大学建築学科 ○○年卒業

法令による資格・免許

１級建築工事施工管理技士（取得年及び登録番号）

監理技術者資格

（取得年，有効期限，登録番号及び登録会社）

監理技術者講習（取得年，修了証番号）

工

事

経

験

の

概

要

工事名称 ○○新築工事 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

発注機関名 ○○市

施工場所 ○○県○○市○○町○○

契約金額 ○○，○○○，○○○円

工 期 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日

受注形態等 単体／○○・○○ＪＶ(出資比率○○％)

従事役職 主任（監理）技術者

工

事

内

容

同種の工事条件を満たす

工事であることが確認で

きる内容を記述すること

〇〇〇工事 ○○㎡

申 請

時 に

お け

る 他

工 事

の 従

事 状

況

工事名称 △△△△△工事

発注機関名 △△市

工期 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日

従事役職 現場代理人・主任（監理）技術者・工事主任等

本工事と重複する場合の

対応措置

CORINS 登録の有無
有(CORINS 登録番号) ・ 無

（落札候補者提出用）

記 載 例
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別記様式３

主任（監理）技術者の資格・工事実績

契約番号：●●●

工事名 ：●●●

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

※申請時における他工事の従事状況は，従事している全ての工事について，本工事を落

札した場合の技術者の配置予定等を記入すること。(従事している工事の従事役職は全て

記入すること｡)

※主任（監理）技術者の経験等については，記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されて

いない場合は契約書（工事名，契約金額，工期，発注者，受注者の確認ができる部分））

の写しを提出すること。ただし，ＣＯＲＩＮＳ等での記載内容で配置予定技術者の経験

等が不明な場合については平面図，構造図，数量総括表等を必ず添付すること。

配置予定技術者の従事役職･氏名

最終学歴

法令による資格・免許

工

事

経

験

の

概

要

工事名称

発注機関名

施工場所

契約金額

工 期 令和 年 月 日～令和 年 月 日

受注形態等

従事役職

工

事

内

容

同種の工事条件を満たす

工事であることが確認で

きる内容を記述すること

申請時

におけ

る他工

事の従

事状況

工事名称

発注機関名

工期

従事役職

本工事と重複する場合

の対応措置

CORINS 登録の有無

（落札候補者提出用）
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別記様式４

資材市内調達予定調書（１）

契約番号：○○○○ 工事名： ○○工事 住所又は所在地

会社名

代表者名 印

資材市内調達率 ＝ （Ｂ） ／ （Ａ） × 100 (小数点第一位四捨五入)

4,000,000 ／ 6,000,000 × 100 ＝ 67％

資材名 規格
単位

数量 見積単価 金 額 市内調達額
調達予定業

者

○○ ○○ ○ ○○ ○, ○○○ 2,000,000 1,500,000 ○○○

△△ △△ △ △△ △, △△△ 1,000,000 500,000 △△△

□□ □□ □ □□ □, □□□ 3,000,000 2,000,000 □□□

合 計
（Ａ）

6,000,000

（Ｂ）

4,000,000

記 載 例

（落札候補者提出用）

「見積単価」は入札時に提出する積算内訳書の単価と一致すること。

「市内調達額」は，見積もった金額のうち，大崎市内の事業所から資材

を調達できる場合，市内で調達できる金額を記入すること
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別記様式４

資材市内調達予定調書（１）

●●●

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

資材市内調達率 ＝ （Ｂ） ／ （Ａ） × 100 (小数点第一位四捨五入)

／ × 100 ＝ ％

資材名 規格 単位 数量 見積単価 金 額 市内調達額
調達予定

業者

●●●

合 計
（Ａ） （Ｂ）

（落札候補者提出用）
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別記様式４－２

資材市内調達調書（２）

●●●

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

※資材の調達を確認するため,納品書，請求書又は領収書の写しを添付すること。

令和 年 月 日

上記のとおり確認する。 (所属・職)

(氏 名) 印

資材名 規格 単位 数量 見積単価 金 額 市内調達額 調達業者

●●●

合 計 （Ａ） （Ｂ）

評価基準 配 点

資材市内調達率

＝（Ｂ） ／（Ａ） ×100

＝ ％

総合評価時 工事完了時

地元資材

使用率

資材のうち大崎

市内で調達可能

な資材の割合

ａ.１００％ ２

ｂ.７０％以上１００％未満 １

ｃ.７０％未満 ０

（工事完了時提出）

施工業者 → 工事担当課 → 財政課

（写）
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別記様式５

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

災害時貢献等申告書

令和 年 月 日

上記申告内容に相違ないことを証明します。

(所属・職)
(氏 名) 印

※ この申告書は，大崎市で実施する特別簡易型総合評価落札方式入札の価格

以外の総合評価技術の確認資料に使用します。

災害時貢献等の内容

(具体的に記載する)

災害時貢献等の時期

災害時貢献等の場所

災害時貢献等を証する

書類等
別添のとおり

（落札候補者提出用）
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別記様式６

住所又は所在地

会社名

代表者名 印

地域貢献申告書

令和 年 月 日

上記申告内容に相違ないことを証明します。

(所属・職)
(氏 名) 印

※ この申告書は，大崎市で実施する特別簡易型総合評価落札方式入札の価格

以外の総合評価技術の確認資料に使用します。

地域貢献の内容

(具体的に記載する)

地域貢献の時期

地域貢献の場所

地域貢献を証する書類等 別添のとおり

（落札候補者提出用）
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協力雇用主登録証明書交付申請書

令和 年 月 日

仙台保護観察所長 様

申請者

所在地

事業所名（商号）

代表者（役職・氏名）

令和 年 月 日現在において，協力雇用主として登録されていることを証明願います。

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
（仙台保護観察所記入欄）

協力雇用主登録証明書

仙台保護観察所は，申請者について協力雇用主として登録されていることを証明します。

令和 年 月 日

仙台保護観察所長 印

（落札候補者提出用）


